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2. 1計画の概要

-プログラム名:地域再生人材創出拠点の形成(中間評価)

・課題名:観光ナガサキを支える“道守"養成ユニット

・機関名:長崎大学

・代表者名(役職):片峰茂(学長)

・連携自治体:長崎県

・実施期間・5年間

・実施経費:これまでの総額 148.9百万円(間接経費込み)

2. 1. 1課題概要

(1)地域の現状と地域再生に向けた取組状況

観光立県を推進する長崎県には、教会群等の観光資源が半島や離島に点在するが、それらを結ぶ多数の渡

海橋や港湾等のインフラ構造物の老朽化が進行しているロこれに対して、県の財政状況は厳しく、建設事業費

は削減され、維持管理費の増額も見込めない状況にあり、費用や人材の面で多くの課題がある。長崎大学工学

部では平成 19年 1月に長崎県をはじめ県内市町や地元企業との連携による共同研究・事業の推進を目的とし

てインフラ長寿命化センターを設立した。一方、長崎県ではインフラ構造物の予防保全的管理手法への転換を

図るために、公共土木施設維持管理基本方針を策定し、維持管理の許画ならびに体制の充実に取り組んでい

る。また、県民参加の地域づくりのため、道路、河川、港湾などの清掃等を行うボランティア・愛護団体への支援

事業も行っている。

(2 )地域再生人材創出構想

県内の自治体職員、建設・コンサルタント業、 NPO、地域住民を対象とし、道路構造施設の維持管理に携わる

“道守"を養成し、“まちおこし"の基盤となるインフラ構造物の再生・長寿命化に係わる人材を創出する。技術士、

診断士、土木施工管理技士等、各公的資格レベルに応じた基礎知識、応用能力をもっ人材(65人)と、一般市

民(ボランティア、愛護団体等)を対象として構造物の日常的な目視点検ができる人材(125人)を養成する。イン

フラの維持管理には調査、診断、特定高度技術が必要であるため、講義、実験、実地研修等を組み合せた総合

的なコースを設置し、また、一般市民に対しては公開講座コースを設定する。本人材養成ユニットをインフラ長

寿命化センターの任務として位置づけ、終了後も継続的に人材養成事業を実施する。以上により、観光振興及

び新産業創出の両面から雇用創出と地域再生・活性化を支援する。

(3)自治体との連携・地域再生の観点

自治体との連携:長崎県は長崎大学と連携して観光立県の基盤となる「公共土木施設維持管理基本方針」の

策定に取り組んでいる。本提案により、インフラ維持管理に貢献できる高度技術者を育成するとともに、継続的

できめ細かな点検を必要とする予防保全型の維持管理事業を推進し、その業務に携わる地元企業の活性化を

促す。

地域再生との関連性.観光立県長崎の地域再生には、基盤となるインフラの長寿命化、機能保持・向上が不可

欠であり、社会基盤の予防保全型維持管理が導入された。本人材養成ユニットにより、離島・半島をはじめとす
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る県内広域に分散するインフラを適切に維持管理することが可能となり、地域の活性化と雇用創出が期待でき

る。

重量盟三-;(;長崎県の地勢条件に応じた維持管理を行うために、離島半島に多数点在するインフラ構造物

の維持管理ができる人材が戒められている.また、投資費用の低減化と平準化を目指すアセyトマネジメン下を

導入するためにも、維持管理に対応できる自治体職員と地元企業の人材養成が急務である。

地元企業等からの協力長崎県建設業協会、測量設計業協会からは、企業ニーズとインフラ維持管理舟技術

ニーズに応じた人材養成の要求があり、本事業への協力が得られるとともに、修了後には“道守"として活躍でき

る。

地措置生への貫献虚構造物の検査・投資許画のマネジメントができる診断士、技術士レベルの技術者を育成

することで、県内インフラ構造物の維持管理に貢献できる。また、地域住民によるインフラ構造物の日常的な目

視点検、道路、河川、海岸、港湾、公園等の愛護団体を通じたインフラ維持管理由啓蒙活動等、県民参加の地

域づくりと観光立県にふさわしい地域再生に貢献できる。
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地層再生人材創出拠点の形成

「観光ナガサキを支える“道守"養成ユニット」実施内容

インフラ長寿命化に関する高度な専門教育
道路、河川、海岸、公園等のボランティア・ I _.:Ih""".::tz I を希望する者
愛腹団体等に所属の地域住民 |養成対謀者| 〈各種資格蹴験レベルに応じた基礎知識、

注インフラとは
産業や生活

の基盤として
整備される
施設のこと
です.

講義〈講習〉
・建設一般概論
・アセットマネジメント
・維持管理工学など

インフラ構造物の維持管理の啓蒙活動
構造物の維持管理のチェックポイントを調査

2.1.2ミッションステートメント

(1)地域再生人材創出構想の概要

応用能力を持つ者〉

インフラ長寿命化センター

| カリキュラム | 

地域状況・コースレベル
に応じたカリキュラム
公開講座、通信教育、
出前講義など

養成目標人数
3年目 110人
5年目・ 190人

実験
・載荷試験
・疲労試験
・腐食促進試験など

研究開発
・計測機器と損傷原因究明
.モニタリング法の開発
・補修・補強工法など

各種資格の取得
県内インフラ構造物の維持管理計画の企画・立案
地域に密着した維持管理業務
インフラ長寿命化に係わる新産業創出に貢献

長崎県では観光立県を推進しているが、教会群をはじめとする多くの観光資源は半島や離島に点在している。

これらを有機的に結び付けるために交通インフラ網が整備されているが、厳しい環境下にある長崎県のインフラ

構造物は老朽化が進行している。一方、長崎県の財政状況は厳レく、建設事業費は削減されおり、維持管理費

についても大幅な増額は見込めない状況である。このような状況下において、産官学が連携してインフラ長寿命

化の技術を向上させて、地域再生へ貢献する必要がある。

既設のインフラ構造物は地元の宝であり、これらのメンテナンスはこれまでの「事後保全」から「予防保全」へと

変化せざるを得ない。予防保全は小規模で継続的事業であるため、身近できめ細かい対応が必要となり、 8割

以上が地元の仕事である。養成修了者は、各種資格を取得するとともに、厳しい財政条件に対応した県内イン

フラ構造物の維持管理計画の立案、地域に密着した維持管理業務に従事する。

(2) 3年目における具体的な目標

道守、特定道守、道守補については、技術士、鋼構造診断士、コンクリート診断士、一級土木施工管理技士

等の試験に合格できる程度の基礎知識、応用能力を修得することを到達レベルとする。設定されたカリキュラム

をすべて受講し、最終試験に合格した場合にコースの修了(道守補助員に関しては、近隣住民を想定している

ため、試験は実施しない)を認定する。なお、各種資格を取得した人材は、“道守"としてインフラ長寿命化の業

務に携わる。

養成人数は、道守、特定道守、道守補、道守補助員の各資格の取得者を、 3年目終了までに累計でそれぞ

れ2人、 8人、 25人、 75人とすることを数値目標とする。

(3 )実施期間終了後の取組

本事業で養成される“道守"に期待される役割は、観光地インフラの維持管理マネジメントにより地域の活性

化に貢献することと、将来の“道守"候補者の育成により本事業の継続性を担うことにある。

また、本人材養成ユニットは、“インフラ長寿命化センター"が果たすべき機能の一部として位置づけられる。
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(4)期待される波及効果

-“道守"養成ユニットにより、維持管理計画の立案へ貢献できる技術者を継続的に供給することができるため、

“道守"集団の活躍により、観光立県長崎の交通インフラ施設の維持管理を効果的に遂行して、観光産業の

発展に寄与できる。

-地元のストックを活かした産業は地元に有利で、予防保全は「小規模」で「継続的」事業となり、身近できめ細

やかな対応が必要で8割以上が地元の仕事となる。また、特殊な補修工事の大部分は県外企業が受注して

いたが、地元企業の技術者を“道守"として養成することにより、県内企業の受注機会の向上が見込める。そ

のため、地元建設業の人材育成と活性化と雇用創出を図ることができる。

-造船、機械、IT産業から人材と技術をインフラ長寿命化分野へ移転することができ、退職者の再雇用が図れ

る。また、これらの技術が点検、計測、診断および補修・補強工法などの“インフラ長寿命化"に貢献する新産

業となるとともに、高度な計測技術やモニタリング手法の開発は新たな産業創出のシーズとなり得ることが期

待される。

-ストック投資の結果、長期のコスト縮減と更新投資を削減でき、社会資本の長寿命化で県市町村財政の経費

節減が可能となり「地域再生」に寄与することができる。

-“道守"養成ユニットの展開として、“道"だけではなく、人間の生活に必要不可欠な地域の“水"“海"“)11川町'

“森"を守る人材育成への拡充を図る。

2.1目3採択時コメント

公共構造物の予防保全と再生・長寿命化を担う人材を、一般市民から高度技術者のレベルまで幅広く養成し

ようとする提案で、社会基盤の経済的かっ永続的な維持システム構築の観点から評価できる。一方、地域再生

と地域産業活性化に対して具体的にどのように貢献するのかが不明確な点もあるので、メンテナンス事業創出

などの産業活性化への道筋を具体的に予測するなど、人材育成の内容をさらに検討することが望まれるロまた、

他地域の関連するプログラムとの連携や、「道守」養成事業が、公共工事の総合評価入札制度の中で、公共構

造物のライフサイクルを見通した社会基盤メンテナンスに向けた新展開に繋がることに期待したい。さらに、養成

対象者の選抜要件を明確にするとともに、特に道守補助員の養成計画及び養成後の地域への貢献について

明確にすることが望まれる。
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2.2 成果の概要

2.2. 1進捗状況

本事業の修了実績は、道守コース2名、特定道守コース10名、道守補コース53名、道守補助員コース75名

である。道守、特定道守、道守補コースに関しては、当初目標としていた養成人数を大幅に上回っており、今年

度の受講生が全員認定されれば、3年目において当初球事業の終了時何年目)の目標養成人数を満たすこと

となる。道守補助員コースに関しても、現在受講生を募集中ではあるが、今年度の予定受講者数を加えると、2

年目において当初の事業終了時の目標養成人数に達することが見込まれる。

2.2.2人材養成手法の妥当性

養成プログラムには4コースがあり、大きく二分することができる。一つは一般市民を対象とした市民講座レベ

ルの道守補助員コース、もう一つは地元自治体職員、地元企業職員、それらの 08を対象とする専門的レベル

の道守補、特定道守、道守コースである。専門コースに関しては、 l年目に道守補、2年目に特定道守、3年目

で道守と段階的に講義を受講しステップアップできるカリキュラムを組んでいるの

道守補助員コースは、道路インフラ施設の維持管理の重要性について啓発活動を行うとともに、道路インフラ

施設の変状をいち早く発見できる人材の養成を目的とする。全ての講義の受講、点検実習への参加、および点

検シートを提出した受講者を対象として、講習会終了後に認定試験を行った。

道守補コースは、道路インフラ施設の点検作業・記録ができる技術士補、一級土木施工管理技士レベルの人

材の養成を行う。全ての講義・演習・実習を受講し、点検シートを提出した受講者を対象左して、講座終了後に

認定試験を実施した。認定試験は、筆記試験および面接試験を行った。

特定道守コースは、コンクリート構造と鋼構造の2つの専門コースを設定し、道路インフラ施設の診断ができ、

特定の分野で高度な技術を有するコンクリート診断士・コンクリート構造診断士・鋼構造診断士レベルの人材の

養成を行う。全ての講義・演習・実習を受講し、点検シートを提出した受講者を対象として、カリキュラム終了後

認定試験を実施した。認定試験は、道守補コースの筆記試験に加え、特定道守コースの講義範囲に関する筆

記試験、用語説明、論文形式問題および面接試験を行った。

道守コースは、点検・診断の結呆の妥当性を適切に評価し総合的な判断を行うことができ、さらに維持管理

に関するマネジメントができる技術士、RCCM(シピル・コンサルティング・マネージャ資格)、博士(工学)レベル

の人材の養成を行う。全ての講義・演習・実習を受講し、点検シートを提出した受講者を対象として、カリキュラ

ム終了後認定試験を実施した。認定試験は、道守補コースおよび特定道守両専門コースの筆記試験に加え、

総合的な理解を確認するためプレゼンテーンョン試験を実施した。

道守補助員は、道路アダプト、愛護団体への参加協力を依頼するとともに、新聞、 HP、国県市町広報誌、自

治体回覧板、さらには、道路の清掃・花植を主活動としているボランティア団体を通して募集している。道守補、

特定道守、道守は、建設業協会、測量設計業協会、建設技術研究センターを通じて各企業への参加協力依頼

を行うとともに、 HP、パンフレット、新聞による募集もあわせて行っている。

受講者は、“受講者選定の内規つこ民的、審杏委昌会、運営協議会幹事会、揮営協議会において選考してい

盃L “受講者選定の内規"は、年度終了時の審査委員会、運営協議会幹事会、運営協議会での意見を反映し、

地域のニーズを取り入れるなどの改定を作っている。さらに、受講終了後の受講者からのアンケートをもとに、審

査委員会、運営協議会幹事会、運営協議会で審議し、募集方法・講義内容等の改善を行っている。
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2.2.3実施体制・自治体等との連携

本事業は、長崎大学工学部インフラ長寿命イヒセンターを中心左し、長崎県および地元建設業界をはじ

め、国や市町やNPO団体等の関連団体との連携により実施している。本事業では事業を推進するために

運営協議会・運営協議会幹事会を設置し、観光ナガサキを支える“道守"養成に係わる業務を行っている。

その業務は、カリキュラムの快定・改善、受講生の選考、修了者の評価・認定、成呆報告会・OB会の企画・実施、

修了者の継続教育、その他の事業の運営方針についての協議などである。また、日常の業務は、インフラ長寿

命化センターに所属する教員および専任スタッフ(産学官連携研究員)により行っている。講師陣は長崎大学教

員に加えて、長崎県土木部、「社会基盤のメンテナンスに係る地域人材育成に関する協定」を締結している岐阜

大学、全国の大学、および県内外の建設関連業界からも招聴している。

長崎県は、平成19年3月に「公共土木施設維持管理基本方針」を策定し、合理的・効果的な維持管理・更新

の推進により、土木構造物の長寿命化や予防的修繕による施設の延命化を図っている。この基本方針に則り、

予防保全の考え方に立脚した「長崎県橋梁長寿命化修繕計画」等の具体的な計画を立案し、長崎大学と密接

に連携してその実施に取り組んでいる。また、平成 22年度より、総合評価落札方式において、養成された人材

(道守、特定道守、道守補)については、修了者の企業への所属が加算点の対象左なったn また、長崎県からは、

運営協議会幹事会、運営協議会メンバーとして参画いただき、実習現場・資料提供、講師派遣、市町への協力

依頼を行っていただいている。さらに、長崎県建設業協会、長崎県測量設計業協会および長崎県建設技術研

究センターにおいては、運営協議会、運営協議会幹事会メンバーとして参画いただき、本事業内容の周知、募

集要項の配布、成果報告会への参加募集等を行っていただいている。

2.2.4人材養成ユニットの有効性

養成修了者が長崎県で活躍するために、ボランティアとして活躍するための仕組みと維持管理にかかわる業

務の受注・実施者として活躍する仕組みの2つがある。

ボランティアとして活躍するための仕組みとしては、認定の更新にポイント制を採用し、道守修了者の活動で

ある点検シートの提出、ボランティア活動への参加等を促している。下位コースの講義を担当することで、更新ポ

イントを付与するとともに、将来的には木事業の継続性を図っている。また、広報誌を発行し、ボランティア活動

に関する情報発信を作っている。さらに、 08会を定期開催することにより、修了者のニーズや大学のシーズなど

の情報交換の場を提供している。

維持管理に関わる業務の受注・実施者左して活躍する仕組みとしては、維持管理に関する業務の実施、スキ

ルアップのための各種講習会参加に認定更新ポイントを付与している。このことにより業務受注に対する動機づ

けを醸成し、技術力向上による適切な施工に繋げている。また、総合評価落札方式で加算対象となり、修了者

が所属する県内地元企業の受注機会向上に繋がることが期待される。

養成修了者の活躍状況については、ボランティアや講習会への参加の報告が多く、また公的資格の取得もあ

り、今後、長崎県が観光立県として活性化するために不可欠な社会基盤施設の適切な維持管理に、養成され

た人材が貢献していくこ左が大いに期待されるn

本人材養成ユニットが他地域の機関にもたらした取り組みとして、岐阜県社会基盤メンテナンスサポータ一事

業、工業高校人材育成事業、他地域からの参加・問合せの3つの事例が挙げられる。
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2.2.5継続性・発展性の見通し

本プログラム終了後は、本教育プログラムを継続しながら、県職員のみならず市町職員も対象として、道守・

特定道守・道守補の人材を養成する必要がある。本事業の5年間の成果で設備備品・教材と教育システムは整

備でき、本事業終了後の運営経費等に関しては長崎県と鋭意検討している。

本プログラムの終了後、「道守」養成ユニットを継続運営していく上で重要な業務としては、①資格認定に関

わる教育プログラムの実施、②資格の認定・更新、③点検シートの集積、④地方自治体への連絡(点検シートに

基づく情報の整理)、⑤地方自治体からのフィードパック(迅速な維持補修結果の連絡)とそれらの公闘が考えら

れる。これらを総合的に判断すると、 NPO法人を立ち上げて本事業を継続させる案が最も現実的であり、その実

現に向けて長崎県、長崎大学との検討を行っている。

NPOの役割は、道守の育成と運用管理、業務支援し、メンテナンスの普及活動と長寿命化活動のモデル事

業を継続的に実施し、将来的には、道守だけではなく、水守、海守、川|守、森守、山守の養成のモデルケースと

しての役割を担うものである内さらに、本事業で養成する“道守"はいわばホームドクター的役割を呆たすもので

ある。それに対してインフラ長寿命化センターは、「インフラ構造物の総合病院」という立場で全面的に本事業の

継続と発展を支援する。

2.2.6採択時コメントへの対応

①『産業活性化への道筋の具体的予測などの人材育成の肉容をさらに検討すること」への対応

本講座を通じて養成者の技術力向上が図れ、公的資格取得による県内地元企業の受注機会向上に繋がり、

地元の産業活性化および雇用創出と地元産業の活性化が期待できる。

②『他地域の関連するプログラムとの連携」に対する対応

他地域の関連するプログラムとの連携に関しては、長崎大学、岐阜大学、(独)土木研究所との三者間で、

「社会基盤のメンテナンスに係る地域人材育成に関する協定」を締結し、カリキュラム・教材の情報交換や講師

の派遣、シンポジウムでの話題提供を行うなどの連携を行い、人材育成に取組んでいる。

③『“道守"養成事業を社会基盤メンテナンスに向けた新展開に繋げること』に対する対応

維持管理に係わる業務の受注・実施者として活躍する仕組みとして、長崎県総合評価落札方式において「道

守、特定道守、道守補の企業への所属」が加点項目となった。また、市町道路管理者の技術レベルを上げ、道

路構造物の長寿命化を図ることは、将来的な自治体の財政縮減の観点からの地域貢献を担うことになる。

④『養成対象者の選抜要件を明確にすること」に対する対応

“道守"講座受講者の選抜要件を明確にするため、地域性や企業聞のバランスおよび経験等に応じて

選抜すべく“受講者選定の内規"を作成している。これは年度終了時の審査委員会、運営協議会幹事会、

運営協議会において、受講終了後のアンケート結果や意見を反映し改定を行っている。

⑤『道守補助員の養成計画及び養成後の地域への貢献を明確にすること」に対する対応

養成後の活動を明確にするため「認定後の活動と更新について」を作成した。道守補助員がボランティ

アとして活躍する仕組みを構築することは、一般市民が社会資本の維持管理に関する公共サービスへの参画

への道筋である。道守補助員は地域に偏りなく養成する必要があるため、離島を含めた長崎県内の各地で講座

を開催し、道路構造物の具常をいち早く発見できる人材の養成を目的としている。養成された道守補助員の役

割は、道路の清掃・美化活動と点検シートによる道路異常の通報であり、この活動により道路構造物の早期補

修に繋がり、自治体の維持管理に関する予算が縮減できる。
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2.2.7所要経費

(単位:百万円)

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 備考

1.人件費 20年度主要備品

(1)産学官連携 6.5 15.2 15.1 16.0 16.0 -ハンディサーチ(RCレー

研究員 (3名) (3名) (3名) (3名) (3名) ダー):コンクリート内部を

(2)研究補助員 1.3 1.2 2.6 2.6 4.0 非破壊で高深度に探査す

(2名) (1名) (2名) (2名 (3名) る。

(3)補助者 0.2 0.2 1.5 2.0 3.0 -エルソニック.コンクリート

(11名) (8名) (5名) (10名) (15名) 構造物のひび割れ深さと

厚さを測定する。

2.備品、試作品費等 20.3 8.5 8.3 4.8 0.0 -塗膜劣化診断システム・

(1)教育環境の整備 (20.3) (8.5) (8.3) (4.8) 発錆前の塗膜劣化の定量

的評価を行うロ

21年度主要備品

3.消耗品等 4.2 4.6 2.9 4.0 4.6 -構造物診断用非接触振

動測定システム Uド、ップラ

一:非接触で構造物の振

4.旅費 1.5 2.3 4.1 3.7 4.3 動を測定する。

-電位差自動滴定装置:コ

ンクリート中の塩化物イオ

5.その他 4.3 5.5 4.2 5.7 6.9 ン含有量を測定し塩害に

(1)諸謝金 (2.6) (3.4) (1.5) (3.0) (3.4) 対する評価を行う。

(2)会議開催費 (0.1) (0.1) (0.2) (0.1) (0.3) -超音波厚さ測定器:鋼部

(3)通信運搬費 (0.1) (0.2) (0.1) (0.2) (0.4) 材の残存肉厚を非破壊で

(4)印刷製本費 (0.3) (0.4) (0.6) (0.6) (0.8) 高精度に測定する。

(5)借損料 (0.4) (0.6) (0.8) (0.8) (0.8) 

(6)雑役務費 (0.5) (0.8) (1.0) (1.0) (1.2) 22年度主要備品

(7)消費税相当分 (0.3) • 1級イメージステーション

システム.道路構造物の常

時モニタリング、 3次元計

6.間接経費 11.5 11.3 11.6 11.6 11.6 上計測を行う。

-フェイズドアレイ機能搭載

UT器システム:鋼部材の

内部欠陥を検出する。

許 49.8 48.8 50.3 49.4 49.4 総計 247.7

自己資金 0.4 0.2 1.1 1.0 1.0 

注:人件費は、科学技術振興調整費により人件費を支出している本人材養成業務に従事する者を職階(教授、

准教授、主任研究員、研究補助員等)に分けて、年度毎に従事人数とともに記載
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2.3成果の詳細

2.3. 1中間目標の達成度

(1)養成人数の中間目標と実績 (3年目)

人材養成のカテゴリー 養成修了者数(3年目)

(コース等) 実績猿 予定楽 計(実績+予定) 目標(3年目)

-道守コース 2人 3人 5人 2人

-特定道守コース 10人 14人 24人 8人

-道守補コース 53人 27人 80人 25人

-道守補助員コース 75人 40人 115人 75人

合計 140人 84人 224人 110人

※「実績」は、成果報告書作成時点で既に修了している実績数(予定は含まない)

※「予定」は、成果報告書作成時点では修了していないが、 3年度目末までに修了する予定数

全てのコースにおいて、 2年度目までの養成修了者数の実績は、 3年度目までの目標養成者数をすでに上回

っている。特に道守補コースに関しては、長崎県建設業協会からの要請により、当初想定していた人数(10人/

年)より多くの受講者(20人/年)を受け入れることとした。しかし、例年、さらに多くの受講希望があるが、設備・計

測機器、スペース、養成側の人員不足のため、受講を断わっている状態である。

(2 )養成人数以外(拠点形成)の中間目標と実績

・温守、特定道守、道守輔の修了者は、“道守"としてインフラ長寿命化に関する業務に携わることを目標とし

ている。このことに関して、以下の拠点形成に関わる実績を得た。

長崎県の多大なる協力により、平成22年度4月より長崎県の総合評価落札方式においては、「道守、特定

道守、道守補の企業への所属」が道路改良、舗装、橋梁上部工(pc)、橋梁下部工およびトンネルに関する

工事において加点項目となった。本講座を通じて養成者の技術力向上が図れ、さらには公的資格取得によ

る県内地元企業の受注機会向上に繋がり、地元の産業活性化および雇用創出が期待できる。

修了者の継続教育のため、“道守"の資格に有効期限を設けている。有効期限は認定日から 4年間として

おり、修了者は、インフラ長寿命化に関する活動を積極的に行うことで長崎県内の地域活性化に貢献して

いる。その活動に対してポイント制を採用し、修了者は一定の更新条件を満たすと継続して道守補、特定道

守、道守として登録することができる。修了者は年間の活動を毎年 12月に報告することとしており、平成 21

年度は維持管理に関する業務の報告と講習会等への参加による継続的なスキルアップに関わる活動報告

が計 23件あった。認定後の活動や、更新ポイントについては、運営協議会で審議し作成した「道守補、特

定道守、道守認定後の活動と更新について」に記載しており、認定後に修了証ともに配布している。

道守養成ユニットの継続へ向けて、養成修了者が平成22年度より道守補助員コースの講師として講義を担

当することになった。

長崎県教育委員会より、工業高校生のインターンシップの一環として、道路の維持管理に関する体験実習

の担当依頼があり、平成 21年度は講師としての参加が延べ29件あったo
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•• .. a鳳@・n.ま、構造嶋間不具合や変伏が生じても、ないかを継続的"報告するこ左ができるよう"
なるとと金目標kしているとのとどに闘して以下の也点形成 Z鴎防る実績を得た.

進守補助員も同様に有"期限インフラ長寿命化 ζ闘する荷巌kポ'-(:，-ト制吏続条件荷動内容の報告

を般けてもも.平成"年度は、道の維持管理に闘す墨ポラJティア.-..0).:加およZ路堂守シ』トの提出等が、
現催までに延ぺ回件の報告があった.圃 1除、遺守補助員治もインクラ畏寿命イ佐佐Jターと，^"送信さ

れ企道守色ートである.平成"年loJi9日に連灘附あり即座乙・2望者に連絡した後 2週間・Eには補修

が梼了じた腎の逮絡が管理宥かもあ。丸この例除、組蝿住民が社会費率以トタクを鍾持管理する公共サ

』ピ決.. 却品吻観点描屯田開前な耳"組みである.

同U 崎町駅"

|才|
届む

圃-， 温守シート指用事例

2.3.2入省... の裏血肉書

'"人事例陸...，手建方法c費描館畢
衆車検視{取組侮)

・養成調限度際保

H'存度

事舞
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道守補助員コース

平成 21 年 5 月 25 日 ~9 月 11 日 6会場(西海、長崎、平戸、諌早、壱岐、島原)募集

平成21年8月B目、8月22日 西海会場、長崎会場
9月5日、9月26日、 10月4日 平戸会場、諌早会場、壱岐会場開催

平成22年 1月 18日 合格発表

平成22年4月l日 修了証授与

道守補コース

平成 21 年 3 月 1 日 ~4 月 3 日 募集

平成 21 年 5 月 8 日 ~6 月 26 13 講座(前期)
平成 21 年 9 月 25 日 ~11 月 27 日 講座(後期)

平成21年 7月613 認定試験(前期)
平成21年 12月 18日 認定試験(後期)

H21年度
平成21年8月17日 合格発表(前期)
平成22年 1月 18日 合格発表(後期)

事業 平成22年4月l日 修了証授与

特定道守コース

平成 21 年 3 月 l 日 ~4 月 3 日 募集

平成 21 年 5 月 8 日 ~9 月 24 日 講座

平成21年 11月5日 認定試験

平成22年 1月 18日 合格発表

平成22年4月l日 修了証授与

道守コース

平成 21 年 3 月 1 日 ~4 月 3 日 募集

平成 21 年 5 月 8 日 ~11 月 26 日 講座

平成21年 12月 18日 認定試験

平成22年 1月 18日 合格発表

平成22年4月1日 修了証授与

H22年度 平成 22 年 3 月 1 日 ~4 月 9 日 道守、特定道守、道守補(前期)コース募集

事業
平成22年 5月1日 4会場(雲仙，上五島，東彼杵，対馬)募集開始

平成22年 5月 14日 道守、特定道守、道守補(前期)コース開始

-会議関係

平成20年 10月8日 第一回運営協議会幹事会
平成20年 12月2日 第二回運営協議会幹事会

H20年度 平成20年 12月 10日 第三回運営協議会幹事会
平成21年 1月 16日 第四回運営協議会幹事会

事業 平成21年2月4日 第五回運営協議会幹事会

平成20年8月29日、 第一回運営協議会

平成21年2月9日 第三国運営協議会

平成21年4月7日 第一回審査委員会

平成21年 7月6日 第三国審査委員会

平成21年 12月21日 第三回審査委員会

H21年度
平成22年 3月21日 第四回審査委員会

平成21年4月9日 第回運営協議会幹事会

事業 平成21年 7月 14日 第二回運営協議会幹事会

平成21年 12月25日 第三国運営協議会幹事会

平成21年4月 16日 第一回運営協議会

平成21年 7月 17日 第三回運営協議会

平成22年 1月 15日 第=回運営協議会

H22年度 平成22年4月 12日 第一回審査委員会

事業
平成22年4月 14日 第一回運営協議会幹事会

平成22年4月 19日 第一回運営協議会
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率喰成プログラムは 4目ースあり大き〈二つに分"るこ>ができるーつはー般市'，，"ースの遭守相助員

ロースも'一つ陪専門的ロースの進守補特定道守、道守ロースである.専判ロースに闘しては 1年冒に遭

苛輔、2年同区特異!iII:'守、S年同で避守Jを段階的に調噂金受割隠し、ステラプアッアできるような剖キ晶ヲムを左Uし

で川、る〈聞-2).例えば、道守=ースを画段階を笹ずに受信すれば、年間'"静岡の受傷が必要となり、怖に障島

など途方から来られる受講生の業器産.，を鋼<. 方で段階金鍾て受講すれば業lilE迫が低視し、組続的な

.. 曹による段階的なレベルアップに繋書掲.

遭守薗局員 1日間(約m寺酌

.進守"紹介と役割
・3尾崎県"遭路繕遺物防現状
・コクリ ト構遺物
.網構造物
.斜面ト川 舗装
・現場実習

道噂噛 8日間(約40時附

.遺守め紹介と役割 ・』尾崎県め遺路織遺物の現状

.安盆管理 ・得遺物療.

.得遺物点検領. .斜面トノ為 舗装概.

.，川崎遺物点検漬首現場実習

.鋼構遺物点検波宮i現場実首

..潤モニタ，~ンタ

.情緒処理

.化学分析

.授術者倫理

.'薫場工学

.各コースの材料 纏エ

.材料実験

.ブロソzクト貫首
調査，，曾断 秤{邑補修i繍強

遭守 24日間(約120時間

-リスクマネシメン ト
・ア位ッ トマネシメン ト
・ライフザイクルアモzスメン ト
.遺守総会賞習

"渇ヨ位置

，fJ柑 留

選報命演習

園-， ス予ヲプアヲブが園れる駐日"的怠各コース@カリキュラム
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以下各コースの取組内容、募集・選考方法、選考結果について述べる。

.遭守補助員コース

本コースは、一般市民を対象とした市民講座レベルの講習会で、離島を含めた長崎県内

の各地に出向いて開催するものである。道路インフラ施設の維持管理の重要性について啓

発活動を行うとともに、道路インフラ施設の変状をいち早く発見できる人材の養成を行うこと

が目的である。本コースは平成 20年度より開講しており、平成 20年度は 3会場(長崎市、

五島市、佐世保市)、平成 21年度は5会場(西海市、長崎市、平戸市、壱岐市、諌早市)で

開講した。平成22年度は4会場(島原市、東彼杵町、新上五島町、対馬市)で開講する。

本コースは、 l日(6時間)とし、カリキュラムは講義・現場実習で構成される。講義は点検の

取組内容 重要性と事例紹介を中心として実施し、現場実習では県市町から提供していただいた橋

梁、斜面で損傷や変状が発生しやすい部位や部材について実地見学するとともに、点検シ

ートの作成方法について実習を行った。現場実習終了後、受講生に点検シートを記載して

もらい、添削指導を行った。

講義で使用するテキストは、市民講座レベルであることを念頭に置き、建設構造物や維持

管理に関して初めて耳にする人や高齢者が受講しているため、①専門用語をなるべく使わ

ない、②イラストを多用する、③テキストの文字を大きく見やすくすることに留意して作成し

た。テキストは講習会終了後の受講生の意見やアンケート結果をもとに毎年改訂している。

募集は、道路アダプト、愛護団体への参加協力依頼を行うとともに、新聞、ホームベージ、

国県市町広報誌、自治体回覧板による募集を行っているoまた、道路の清掃や花植えを主

活動としているボランティア団体(道守長崎会議、 NPO道守長崎)を通して募集を行ってい

募集 る。平成 22年度はこれまでの募集方法のほかに、地域のケーブルテレピを利用して募集を

選考方法 行う。この募集方法は対馬市職員からの提案である。受講者の選考は“受講者選定の内規"

に則り、審査委員会、運営協議会幹事会において審議後、最終的に運営協議会の承認をも

って受講者を選考している。“受講者選定の内規"は、年度終了時の幹事会や運営協議会

での意見を反映し、地域のニーズを取り入れるなどの改定を行っている。

道守補助員の目標とする養成人員は毎年 25名である。平成20年度は40名の募集人員

選考結呆
に対して31名の応募があり、 31名全員を選考した。平成21年度は50名の募集人員に対し

て49名の応募があり、 49名全員を選考した。平成 22年度は現在受講生を募集中である。

道守補助員の目標養成人員は2年間で50名であり、合計80名を受講生として受け入れた。

.道守輔コース.

取組内容

本コースは、地元自治体職員、地元自治体職員 OB、地元企業職員、地元企業職員 OB

を対象として、道路インフラ施設の点検作業・記録ができる技術士補、一級土木施工管理

技士レベルの人材の養成を作う。

本コースは、8日間(39時間)とし、カリキュラムは講義・点検演習・点検実習で構成され

る。講義では主に構造物の構造・点検方法に関する座学を行い、点検演習では実務で使

用されている非破壊試験器や各種点検機器を用いて、供試体や解体した橋梁部材で点検

演習を行った。点検実習では、補修予定のあるコンクリート橋や鋼橋を長崎県から提供して

もらい、点検の際に重要な部位や部材、損傷劣化が生じやすい部位や部材、点検の心

得、点検シートの記載方法の講義を行うとともに、実際の橋梁に対して点検を行い、点検シ

ートの作成・提出を行った。

上記の講座はこれまで大学で開催していたが、平成 22年度から講義と現場実習につい

ては離島を含む遠隔地においても開催することとした。

講義で使用するテキスト・教材は、道路インフラ施設の点検方法の資料等を収集し作成

した。テキストは講座終了後の受講生の意見やアンケートをもとに毎回改訂している。また、
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教材として、インフラ構造物の種々の変状を高信頼性と高精度で点検するために、表一1

に示す最先端点検機器を導入している。これらはカリキュラムの半分を占める演習や実習

において、使用方法や計測結果の評価方法等の実地研修に使用している。現在までに点

検演習および点検実習において必要な機器の概ね 9割程度が整った。また、遠隔地での

講義のための DVDなどのeラーニング教材を作成中である。

募集
募集は、長崎県建設業協会、長崎県測量設許業協会、長崎県建設技術研究センターを

通じて各企業への参加協力依頼を行うとともに、ホームページ、パンフレット、新聞による募
選考方法

集もあわせて行っている。受講者の選考は、道守補助員と同様に実施している。

道守補コースは、平成20年度より開講している。道守補の目標養成人員は毎年 10名で

あるが、平成20年度は建設業協会の要請のもと、運営協議会において20名の募集人員と

した。募集人員20名に対して41名の応募があり、演習や実習時における機材や計測装置

選考結果
の数量を考慮し 25名を選考した。平成 21年度は募集人員を前期 10名、後期 15名の計

25名としたロ募集人員 25名に対して 37名の応募があり、前期 15名、後期 18名の計 33

名を選考した。平成22年度は募集人員を前期lO名、後期 15名の計25名とした。前期の

募集人員 10名に対して 26名の応募があり 12名を選考した。道守補の目標養成人員は2

年間で 15名であり、合計 70名を受講生として受け入れた。

表-1 導入機器一覧

導入年度 ロロロ 名

ノートパソコンDELLVostro1310 
眼レフデジタJレカメフレンズキットニコン D300Ll8-200KIT 
ダイヤモンドコア DD120BIロツド

平成20年度 表面塩分計(株)サンコウ電子研究所製 SNA-2000
ブエロスキャン日本ヒルティ製 PS200標準セット
超小型動ひずみレコ ダ(株)東京測器 DC-204R
赤外線サーモグラフィー装置NECAvio赤外線テクノロジー ThermoShot F30/S 
超音波厚さ計システム DM4ーAGEインスベクション・ァクノロジ ズ・ジャパン(株)
電位差自動滴定装置 AT-610-ST京都電子工業(株)
構造物診断用非接触振動計測システム(センサーヘッド+データ収録部)

平成21年度
グラフテック(株)Uドップラー UDlOO-N
UDlOO周三脚・雲台セットグラフテック(株)L-236
UDlOO用フィ ルドスコ プセットグラファック(株)L-121 
ハンドへルドデ タロ;ガ TC-32K東京測器研究所製
ノ、イプリッドミル(株)吉田製作所製恥1066
1級イメ ジステ ションシステムトプコン IS201
フェイズドアレイ機能搭載UT器システムオリンパス EPOCHlOOOi

平成22年度 デジタル式ミクロンストレインゲージ丸東製作所 MSG-01
エクセルジョークフツシャー吉田製作所 NO.2002ーEX
ACMデタ ロガ シュリンクス SACM-50FR 

.特定通守コース

本コースは、地元自治体職員、地元自治体職員 OB、地元企業職員、地元企業職員 OB

を対象として、コンクリート構造および鋼構造の 2つの専門コースを設定し、道路インフラ施

設の診断ができ、特定の分野で高度な技術を有するコンクリート診断士・コンクリート構造診

断士・鋼構造診断士レベルの人材の養成を行う。

取組内容| 本コースは、各コース17日間(81時間)とし、カリキュラムは講義・演習・実習・実験で構成

され、道守補コースのカリキュラムに加えて斜面・トンネル・舗装の維持管理、情報処理、計

測モニタリング等の共通講座および各専門コースの材料、施工、調査・診断・評価、補修・

補強、材料実験、プロジェクト演習を実施する。プロジェクト演習は本コースにおいて注目す

べき講座であり、講座で得た知識を活用して実践力を身につけるために開講するものであ

る。長崎県から提供していただいた県内のコンクリート橋や鋼橋を対象に、調査・計画、原
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因推定、補修補強について、受講生が主体となって、大学職員、県職員、現場関係者、実

務経験者とともに討議を行った。

講義で使用するテキスト・教材は、コンクリート診断士、コンクリート構造診断士、鋼構造

診断士の資格試験の資料と情報を収集して作成した。テキスト・教材は講座終了後の受講

生の意見やアンケートをもとに毎回改訂している。

実習機器に関しては、道守補コースにおける演習および実習において使用する各種点

検機器に加え、材料実験、プロジェクト演習で使用するインフラ構造物の劣化要因を特定

するための化学分析装置や道路インフラ構造物の変形挙動を把握するためのひずみ、変

位、振動許測装置などの各種計測機器(表ー1)を導入整備し、道守補コースと同様に活用

している。

募集
募集およびは受講者の選考は、道守補コースと同様に実施している。

選考方法

特定道守コースは、平成 21年度より開講している。特定道守の目標養成人員は毎年 4

名であるが、平成21年度は募集人員6名(各専門コース3名)に対して、コンクリート構造コ

選考結呆
一ス8名、鋼構造コース2名の計 10名の応募があり、 10名全員を選考した。平成22年度

は募集人員 6名(各専門コース3名)に対して、コンクリート構造コース9名、鋼構造コース

5名の計 14名の応募があり、 14名全員を選考した。特定道守の目標養成人員は2年間で

8名であり、合計24名を受講生として受け入れた。

.遭守コース

本コースは、地冗自治体職員、地元自治体職員 08、地元企業職員、地元企業職員 08

を対象として、点検・診断の結果の妥当性を適切に評価し総合的な判断を行うことができ、

さらに維持管理に関するマネジメントができる技術士、RCCM、博士(工学)レベルの人材の

養成を行う。

本コースは20日間(119時間)とし、カリキュラムは講義・演習・実習・実験で構成され、道

守補コースおよび特定道守コース(コンクリート構造・鋼構造の両方)のカリキュラムに加え

て、アセットマネジメジメント、リスクマネジメント、ライフサイクルマネジメント、道守総合演習

等を行う。

取組内容
道守総合演習は本コースにおいて注目すべき講座であり、講座で得た全ての知識を活

用し実践的マネジメントカを身につけるために開講するものである。長崎県職員を講師に迎

え、長崎県橋梁長寿命化修繕計画を基に、(1)橋梁の健全度判定方法、 (2)点検結果から

健全度診断までの一連の流れ、 (3)橋梁の健全度に応じた補修・補強工法の選定および費

用算出、 (4)橋梁の各健全度に応じた基本的な補修・補強工法の費用算定の根拠および

各橋梁に関する費用算出の方法、 (5)劣化曲線を用いた橋梁の劣化予測、 (6)橋梁の補

修・補強時期および維持管理費用の平準化についての総合的な演習を行った。

講義で使用するテキスト・教材は、技術士や博士(工学)を取得している講師が作成した教

材を配布資料として一元的に集約して製本して作成している。テキスト・教材は講座終了後

の受講生の意見やアンケートをもとに毎回改訂している。

募集

選考方法
募集およびは受講者の選考は、特定道守コースと同様に実施している。

道守コースは平成21年度より開講している。道守の目標養成人員は毎年 1名であるが、運

営協議会において募集人員 3名に決定した。平成21年度は募集人員 3名に対して3名

選考結果 の応募があり3名全員を選考した。平成22年度は募集人員 3名に対して3名の応募があ

り3名全員を選考した。道守の目標養成人員は2年間で2名であり、合計6名を受講生と

して受け入れた。
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(2 )被養成者の到達度認定の仕組と実施結果

.遭守補助員コース

各会場において、講義を通して道守の役割、県内の道路構造物の状況、各種構造物の点検のポイント等に

関する知識の習得を図るとともに、インフラ構造物の維持管理の重要性についての啓発活動を行った。また、実

際の構造物を利用した点検では、現地で実構造物を見ながら点検のポイントについて教授するとともに、受講

生各自が構造物を点検し点検シートを作成した。作成した点検シートは実習終了後各会場にて添削・指導を行

った。

全ての講義の受講、点検実習への参加、および点検シートの提出を行った受講者を対象として、講習会終了

後に認定試験を行った。認定試験は四者択一問題(10問)で行い、6割以上を合格基準とした。受講者数は平

成 20年度31名、平成21年度44名(応募一選考49名、欠席5名)の計75名で、基準達成者数は平成20年

度31名、平成21年度44名の計75名である。試験結果をもとに、審査委員会、運営協議会幹事会において審

議後、最終的に運営協議会の承認をもって 75名を道守補助員として認定した。この数は計画養成人数 50名

(25名/年)の1.5倍にあたる。

.遭守補コース

講義を通してインフラ構造物の維持管理に関する知識を習得するとともに、点検演習では各種点検機器を使

用してインフラ構造物の点検方法の習得を図った。また、点検実習では県内の実構造物を利用して点検のポイ

ントに関する実地指導を行うとともに、受講生各自で点検を行い、点検シートを作成した。業務やインフルエンザ

等で欠席した受講生に対しては、講義資料と講義DVDを渡し、その内容に関するレポート提出を義務付けた。

レポートの内容を担当教官がチェックし、受講レベルに達していることを確認後、受講とみなした。

全ての講義・演習・実習を受講し、点検シートの提出を行った受講者を対象として、講座終了後に認定試験

を実施した。認定試験は、筆記試験(四者択一(25問))および面接試験を行った。筆記試験、面接試験の結果

を総合的に判定し、6割以上を合格の基準とした。受講者数は平成20年度25名、平成21年度33名(前期 15

名、後期 18名)の計 58名で、基準達成者数は平成 20年度 24名、平成21年度 29名(前期 13名、後期 16

名)の計53名である。試験結呆をもとに、審査委員会、運営協議会幹事会において審議後、最終的に運営協議

会の承認をもって53名を道守補として認定した。この数は計画養成人数15名の3.5倍にあたる。不合格だった

受講者に関しては、一年間に限り再試験の受験を可能とした。

被養成者が習得した知識・スキルの指標として、講座受講前に行ったレベル判定試験と認定試験の点数の

比較を行った。その結果、図-3に示すように、認定試験(縦軸)の方が難易度が高いのにもかかわらず、ほとん

どの受講生がレベル判定試験(横軸)より高得点となった。なお、試験内容はレベル判定試験が 2級土木技術

者(土木学会)同等レベル、認定試験は講義テキストからの出題とし、コンクリート診断士、コンクリート構造診断

士、鋼構造診断士と同等レベルの問題も出題している。
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特定謹守ロー.，では遭守補コースの剖キ>ヲムに加え各省副隊適量舗の.断・静価....・椅!ll:関する割闘

を行った.プロジaιクト被曹で陪県内の幡東を射象をして現地での点検を行。~，最長崎県識民有種宥等を

発えた当骸繍書院に闘する点検債県から対照までと院する検淘能行も¥授業出容図書情，，.の棺偲金"0た.欠
腐した受揖生に対tしては、進守補0-'と闘機の措置を行った.
全ての歳費槙習察署金受講し点検志《ートの提出を行。た受薦者金対象'cて剖キ=ラム終了後書風定
械織を実施した.認定試肢は、進守綱ドースの蜂記官a・K加え、特定温守亘】スの曾組鎚置に闘する隼配械
験(園者叙ー(10"刷、用語習息訓(500字以内}、愉文秀揖問題"0刻字以内))および面接統俊針?った四者

択一，，，間九酋ヌ諸式:M，旭"∞o字以内〉に刷レて:1'1.::r:'-;タl トト穆断土ヨ:'-~)-H隆造診断土傭構遺骨

断士悦験より・&lI:が高いνペルの限細密作成して出題した.

判定館、似淘凶青果を・合的こ判断し自割以ょを合格の丞'といた受修者数肱平成21年度"翁で、温調

進成者像ま".である.桝謝柵巣辺監もa:，審査"員会、ヨ....会儒場合包相いて-降、最飾的に運営
..揺器開承.恰もって"名を縛喰当直守とνて穏定Lた.との"柑肘扇動成:AB:4翁の，.，倍にあたる九
...ヨース

，.守ヨ-，で怯司直守補回ースおよび棒定温守再''''-;:0;の;t1!);守5ラムに加え、信持管理におけるマネジメント

iζ闘する自省舵行宮た.欠席した受揖生に対して位、特定'"守宮ヨースk問視聴防繍E射す.0た

全ての歳費槙習灘署金受講し点検志《ートの提出を行。た受薦者金対象'cて剖キzラム終了後包定
械織を実施した.認定試肢は、道守補恒日，および特定道守阿専問::l_;震の鋼庫署巴棋肢に加え、鎗合的な瑠1M

を凋同区するた@プレゼシテーシ帰。ぇ.険金費財臨した.プレゼノテーシ旬、J曾制院では、事前1:0金与えて、省度目、

鳳犠員外開噂師大牢噌員の前で行ったプレゼンテーシ.，を帯価した.

判定は制謝醐呆を鎗合的 Z判断"'割以上金合格の畠坤どした受院者"は平成21年度，.で基明週

成者救は 2名である.拭般貸黒をもとに、審査委員会、運営・・会幹事会とおいて審雌袋、最集舶に運営.

憎舎の承寵をもって2名を道守kして胃定した.この象限、計画費成人"，.の2僧院あたる.不合格だった受

割障者に刷しては-~に限り再齢検の受.金可値札た.

・傘... 槍・・・... 

養成修了者の公的資格の琢斜辱状況:ta-2に示す.修了者の中には、，十酒.. に・E定した到週!vペ凡〆である
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技術土、RCCM、ロンクロート診断土の取得があり、まb積極的に公的資格へチャレンジしているととが見畳けら

i1-るため、今後さらなる公的資格の取得が期待できる。公的費格的取得増加に向けて、資格取得の宜撞(拭融

対策、論文酷剛指導)を帝う予定である.

表 2 公的責格の取得揖盟

取得 技術士(建世部門 1名)、コンクリート診断士(1名)、RCCM(道路部門 1名)、RCCM

(鋼構造及びコンクリート 1名)、 RCCM(阿川砂防及び晦岸梅津 1名)、畳楠士楠(!

名)、地すべり防止工事土(1名)、特殊建築物等調査責格者(1名}

畳験予定 控術士(建設部門 22年度 8名) 、土木嗣構造診断士相官但3年度 2名)、・コンクリート
診断士(22年度 8")、・土木学会輯定技荷者(22年度 1.ろ)、・控帯士楠(建設部門
22年ltl名)、・地すベり防止工事土(22年lt1名)、・構造物診断土(22年置 1
名}、・ー叡管工事施工管理韮士(22年度 1名)、・RCCM(何)11、砂防及世帯岸、揖洋

22年度'.ろ)、地質嗣査技士(22年度 1名)、測量士(22年度 1名)

挑轄した輯 技惰士(建置部門 21年度 3名)、コンクリート診断士(21年度 1名}、2輯土木施工菅理

果、不合格 控士(21年度 1名)

結果持ち NDIひずみ測定置格(1名)・補慣量務管理土(21年度 1名)

(3)人材聾戚システムの改普状現(被聾障者の評恒等のE映}

.車守櫨凪凪コ-A(平慮20隼車ー〉

平成 20年度は、畳講生はほとんEが建設業者に所属しており、本講座で想定している一般市民は勅1割

(園ーのだった。そのため平成 21年度は広報語、新聞、インターネット、ハンフレットなEの蝶体を用いた募

集方世に改善するとともに、道路アダプト、ボランティア団体(長崎道守金融、NPO長崎道守)、市町村自惜

会へ大学相から積極的に参加要聞を行った.その結果、 般市民の参加率が前 3割(園-5)1こ楢加した。

特に、自措体の協力の下に行った回覧板による募集は好評で効果があったので、次年度以降も継離して

行う予定である固また、日頃の広報活動の成果として、島原地区の遭路の清掃を行っているボランティア団

体和ら遭守補助員ロースの講習会開催の要請があった.平成22年度はそのボランティア団体を対象として

も講習会を実施する.

アンケート桔呆より(田 町、 I専門用語が分からない」、「講義の進行が早かった』や畳晴生町声が聞かれた

ため、専門用梧の世周に配慮し、時着内容を少し輔らして進行に余裕を持たせた.

県南町 県、市ー町 UJl

技省色ンタ
観情セシ4・-

コンザJ凶ン小 -酉搭

実主核集者 Eヨ ・性世保 量量章者 E • -長崎

-平戸

-下五島 回一二国 卜肺毘
陣早

-膏厳

oe 

ぞじて也 112 

費削図杏 情固普 Ll_ :s 

" " " ど5 。 5 " " " 
圃 4 H20隼置所圃 園-5 H21年鹿所属
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専門用語について少し理解できないことがあった。

質問の時聞がまったくなかった。

劣化の写真等が多くわかりやすいが、講義の進行が早かった。
非常に勉強になりました。これまで以上にそうした構造物への関心が高まり、得た知識を少

しでも役に立てればと思いました。

現場実習が、 2箇所とも橋だったので出来れば他の構造物がよかった。
道路やトンネルなどの実習にいれてはどうか。

図-6アンケート結果抜粋 (H20、H21年度)

.遭守補コース(平成20年度-)

. 

. 

. 

. 

. 

平成 20年度のアンケート結果(図-7)から、「もっといろんな計測機器を扱いたかった」や「もっと一人ひとり

が機器を使用する時聞が欲しかった」との声が多かったため、点検機器の充実をはかり、 1人あたりの機器

の使用する時間を増やした。

平成20年度は、講義レベルが当初予定していた内容よりも高いもの(特定道守の内容である診断の範囲ま

で)となっていたため、当初のレベルに調整修正した。

運営協議会幹事会、運営協議会の委員から修了生の地域、企業問のバランスを考慮すべきとの意見があり、

平成22年度より離島を含めた遠隔地での開催を行うこととした。

本養成講座の受講を機に、さらに高度な知識、技術を身に付けたいとの理由により、道守補助員修了者か

ら6名の受講があり、受講者からの評価は高い(図-8)。

もっと一人一人で器材を使用して理解できる 上位コースを受講したいと思いますか?
時聞が欲しかった。
通常触れることのできない検査・調査器具を 受講したい 6 

ー

] 3] 
使つての演習は大変役に立ち、写真しか見た

国ことのない器具は実際に使用してみて効果や
受講しなくてよい -長崎

効能を知ることができた。 -佐世保
聞く授業が多かったので、単調になっていた。

どちらとも言えない 1 5131 -下亙島やや橋梁に偏っている印象を受けました。
実際の現場で専門の講師の話を聞きながら実
習を行うことで多くの重要ポイントを知るこ 名

。5 10 15 20 
とができた。

図-7アンケート結果抜粋 (H20、H21年度) 図-8アンケート結果 (H20年度補助員)

.特定道守コース{平成21年度目)

アンケート結果(図-9)から、各講師で講義範囲の重複を指摘されたため、平成 22年度以降の講義内容の

改善に向けて各講師で教材のチェックを行った。

本養成講座の受講を機に、さらに高度な知識、技術を身に付けたいとの理由により、道守補助員修了者か

らl名、道守補修了者から 16名、特定道守修了者(他専門コース)からl名の受講があり、受講者からの評

価は高い(図ー10)。

外部講師の授業はダブル内容もあったことから 上位コースを受講したいと思いますか?
調整して頂きたい面もあった。

受講J たい 22 1 
全18回のカリキュラムの中身は私にとってとて
も素晴らしくありがたかったです。欲を言えば、
各授業の教育内容をもう少し減らして、質疑の時
聞を増やしていただけると、特に私のように基本 どちらとも言えない 国
が足りない人間にはありがたいと思います。
トンネルの維持補修の時間を増やしてほしい。 名 。 5 10 15 20 

図-9アンケート結果抜粋 (H21年度) 図-10アンケート結果 (H20年度道守補)
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.薗守コースE平成21隼庫吋

アンケート結期国一11)から、5段階酔価に対して、ほとんどの受輯生が 2-3と評価しており、概ね良好で

あったと且われるので、次年度以降同様の授業スタイルで実施する.

本養成講座の畳講を機に、さらに高度な知瞳、技術を身に付けたいとの理由により、董守補修了者から 2

4島、特定道守修了者から1，f，の畳講希gあり、畳講者からの評価は高して圏一12).

道守総合演習の感想をお聞かせ下さい.

:::;戸刊二
名 。 2 3 

園-11アンケート輯果抜粋 (H21年庫遭守)

-晶圏

上位コ}スを畳講したいと且いますか。

受講」たい 匡=="
受揖しな〈てよい

どちらkも言えない
無回答

E 

名 024 6 

園ー12アンケート揖果加盟1年庫特定置守}

選営協薗会幹事会、運営協薗会から、道守補、特定道守、遭守は、金値目に欝揖を行うと受鴨生が参加し

やすいとしち意見により、金曜日を中心に曹援を行っている.その結果、欠席がほとんどない.

運営協酷会、運営協融会幹事会の要輔で、官民のパランスを考慮して募集時期を調整するとともに行政職

員枠も敵けることとした固

アンケート結晶園-6.7. 9)から、講義内容が機梁に偏りすぎていたという評価であったため、トンネυレ・斜

面・舗装に関する講義を増やすこととした.

アンケート結果(圃-6~ 7， g)から、質疑応答の時聞を被けるようにという内容があったため、質疑応答の時

聞を取り入れた.

...‘その・
広報誌「道しるべJ(園ー13)を3ヶ月に 1度の割合で発行して養成修了者、国県町市担当者、外部講師、

幹事会、運営協語会の委員に情報を発信する左どもに、平成 20、21年度の養成修了者の集まりである「道

守穏定者のつEいJ(OB会)を開催して養成修了者のニーズを把揖している.

養成修了者に対しては、修了証、修了カ}阿国 14. 15)に4年間品、う有効期限を設け、更新をポLイント

制にしている.ポイントは、①遭路の情婦、美化、喧遭酌の異常の通報、申費格取得、@維持管瑳業務に

参加、申遭守養成講座のS尊師として多加、@特却牌棟、現場実習に審加に対して与えることとし、その活動

を毎年大学に報告義務を臨すことにより、その活動状況等を把揮する仕組みとした.

京都市や北見市で開催される地域再生会酷や地域再生プログラム連絡会暗に積極的に参加L、同じ地域

再生人対創出拠点の形成事業に携わる関係機関との連携、情報交換を進めている.平成21年度には、本

事業に採択されている長崎大学水産学部I海洋サイパネティタスと長崎県の水産再生』との共同で「地域再

生プログラム連絡会議[早成21年 12月、ちゃんぽん会議m長崎)Jを主催した.

他地域の関連するプログラムである国立大学告人岐阜大学社会資本アセットマネジメントセンター、

独立行政法人土木研究所構造物メンテナンスセンターと「社会基盤のメンテナンスに係る地域人材

育成に関する協定Iを締結(平成20年 11月2B日)し、カPキュラム・教材の情報交換や講師(ラ

イフサイクルアセスメント)のB雨量、シンポジウム等での話回提棋を行うなEの連携を行っている.
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道しるべ 車Z毒
事同lZlst:IZ同

同開帽イ円今回帥::..-ilft酔:，ト叩

. 庖嗣習を符岬ほ

選守繍復刻コ スの.繍 '('111寸"盆)C'コ〉ク J ト余事業安奮'j，ll/U(念)!;:rl~!II造魚

肉 J師い叫時四時四時叩繍削耐.判明輔悶柑

…ーの穫は帽惜別ら明明りま日 (~71'WIl ì'. コンク
リート酬措"…，.，… xel'l~o):;:J:;?') - ト日
臥開閉白の嗣 【期間として間行い叫叩吐醐阻白ンク

リート叫問問金鷹山田町ント仰を川町四出町田

明同町られてい日

日臨醐の醐日酬咽加町".[13ります

"儲実.への..隠遁守認定後の恩@勾J雪(綴り のひとつであ臥ド"'"贋造..噌刷局認定

…イツト一...

t則 }嗣限定問…?
酎認定叩附隠掛.，ふはってお臥叫の沼山週明ð;T\，， :rj". ~ p沼

…皿 ..ジートの出…一ずる時へ叩ほどが:3}I)~J. ぞレでそ

の落生tに刊して費削イントが与えられ捜<..附イント哨肱酎廻樋."'酬のーっと
凹~J. 1l蹴当センター醐足1:: 1:1問日間〈日い

されていま， 酎 コースの闘の闘『岨醐』間開県

刷聞広畑をして，¥r..r-:.き『問旬開町山J

H 出 醐陥智相官"メント明，捕時行いまし巳

活帽開習時

図-13 広報誌「道しるべ」

信私 自養成一修了証

証明書雷号

氏名
生年月日

交同年月日 200914/1 
胃刻期限 2013/3/31 

蜘ヲ52TTTτ固

.' 

修了言正

，~ 守補助員 ~-~

0000偲

，......r:.:J.. ""iミ陶婦~~. 衡の瓜""~ ¥.，(.，t 

.‘品4・W側 (;"'~J怜令"え . ，・* 令処エニー

み ~4o;r~・の界.事.すきれ内 n:"~H 

.・‘ 'C.J内コn

長崎大司t-ll:射場"

図ー14 修了証例

1I注怠こ.の修頃】TIiはー他人に貸与 又 ，.随筆しては いけま1tん.
2. ;:〈のだ椿さい7E.を街失 した時は直ちL畠センヲー".け出て

可州制酬RMI叩L副単g知M叩d4Ehqm嗣d同認E諜圃!L急H11Ew鳴旬".，、品品FME照時l君制明.. "主均7j't一民'

図ー15 修了力ード例

2.3.3実施体制・自治体等との連携状況

(1)実施体制の内容

長崎大学工学部では、長崎県をはじめ市町や地元企業との連携によるインフラ構造物に係わる共同研究・事

業の推進を目的として、平成19年1月に学科横断的なインフラ長寿命化センターを設立した。これは、これまで

各工学分野で個別に実施されてきた研究を“インフラ長寿命化"としゅベクトルで統合化・総合化した教育・研究

を実施することを目指したものである。

本事業は、長崎大学工学部インフラ長寿命化センターを中心として、長崎県および地元建設業界との連携に

より実施しており、実施体制を図ー16に示す。本事業においては、長崎県の重要な社会資本である「道」の維持

管理およびそれに関する技術者養成を通じて、長崎県の地域再生方策を協議し、実施することを目的として、

表-3に示す運営協議会を設置し、観光ナガサキを支える“道守"養成に係わる業務を行い、その予備的協議

を表-4に示す幹事会で行っている。その業務は、カリキュラムの決定・改善、受講生の選考、修了者の評価・
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.定、成果議告会 OD舎の企画実施、修7者の値観敏育、その他の事業の運営方針'I~'ついてなどで農渇.ま

た岡常の業穫は長崎大学エ学鴇インフラ長寿命化センターに所属する教員および専任スタタフ(周医学官連

携研究員}により叶T?てもも. 
.. 師陣降、長網野太学工学部、環境科学郁の敏員K加えて、長崎県土木樹、『社会基盤のメンテナンJ誌に係る

地域人材育成に闘する悔定』を締結して』喝岐阜大学をはじめとする全国の大学kおよび県内外の建霞難昇、

建震園遺棄界からも梧鴨している.

l-;:禁事詑← 1
道守養成
ユニット

対 地元泣ヲ長監員 OB 地元自治体監員 OB

E疎開む輔者Z 肺民

イノプラα雄持管理 圃島 長寿命化

持来由道守の育成 ・・ 事業の盤紺主

|長崎県の地域活性化

.-11 ..  体鋼
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表-4 幹事会メン，<-

幹事長 長崎大学工学部インフラ長寿命化センター部門長

副幹事長 長崎県土木部建設企画課長

幹 事 長崎大学工学部インフラ長寿命化センター部門長

幹 事 長崎大学工学部インフラ長寿命化センター部門長

幹 事 長崎県土木部道路維持課長

幹 事 (社)長崎県建設業協会理事

幹 事 (社)長崎県測量設計業協会技術副委員長

幹 事 (財)長崎県建設技術研究センター技術部長

(2 )自治体等との連携状況

長崎県は、平成19年3月に「公共土木施設維持管理基本方針」を策定し、合理的・効果的な維持管理・

更新の推進により、土木構造物の長寿命化や予防的修繕による施設の延命化を図ろうとしている。この基本方

針に則り、予防保全の考え方に立脚した「長崎県橋梁長寿命化修繕許画」等の具体的な許画を立案し、長崎大

学と密接に連携してその実施に取り組んでいる。また、平成22年度より、長崎県総合評価落札方式において、

養成された人材(道守、特定道守、道守補)については、修了者の企業への所属が加算点の対象となった。そ

のほか、長崎県との具体的な連携状況に関して以下に示す。

道守補の講義で使用する実習現場として補修・補強予定のある橋梁等の紹介、資料の提供および講師の

派遣をしてもらった。

養成修了後の活動内容を記載する「道守認定者の活動について」を長崎県と意見交換して作成した。

養成修了者の道守活動の場を提供してもらうため、長崎県の協力により各出先機関を訪問し、市町等の自

治体の関連部課へも協力を依頼した。

特定道守コースの「プロジェクト演習」において、長崎県から対象とする現場・資料を提供してもらい、県職

員(5名)・受講生・大学職員・外部講師とともに、産学官合同で長崎県内にある橋梁の維持管理について

討議を行った。

道守コースの『道守総合演習」において、長崎県より資料の提供および講師を派遣していただいた。

本事業終了後の道守の活用方法等については、長崎大学と長崎県が協力して具体策を検討している。ま

た、本取組み継続のため、競争的資金獲得へ向けて検討中である。

その他の機関との連携について、以下に示す。

長崎県建設業協会、長崎県測量設計業協会および長崎県建設技術研究センターにおいては、上述の運

営協議会、幹事会のメンバーとして参画いただくとともに、本事業内容の周知、募集要項の配布、成果報告

会への参加募集等、協会を通じて行っていただいているo

道路の美化・清掃や草花や樹木の育成を主に行ってしもボランティア団体である道守長崎会議(国交省主

体)やNPO道守長崎と連携することで、ボランティア意識が強い一般市民との繋がりを持ったことが、道守補

助員の一般市民の参加率が増加につながっている。 H21年度に道守長崎会議の一員である、島原地区の

ボランティア団体から道守補助員コースの講義要請があったため、 H22年度は、その団体に道守補助員の

講義を行う。
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離島を含めた長崎県内すべての園、市、町の道路管理者と連携して、点検シート(道路の異常を知らせるた

めに記載するシート)の通報システム(圏一17)を構築した。

道守認定者 一一==r ，.....-.・ 2 ー 曹 I I 由…日

点検シートD.u対応シ→
長崎大学工学部インフラ長寿命化センター

干85直 8521 長崎市文教町1-14
TEL: 095-819-2880 FAX: 095-819-2879 
Mail: michim副書ml.naga岨ki'u.ac.jp

点検トト斗寸 対応外

国一17 通報システム

2.3.4人材養成ユニットの有効性

(1)養成修了人材が地場で活置する仕組み

い三"'"・.
o 品句 = 

一一
む量H 吟

i屯岨下ti.I三巴』ご 舗

点検シート

養成修了者が長崎県で活属するために、(.)ボランティアとして活揮するための仕組みと、 (b)維持管理にか

かわる業務の受注・実施者として活躍する仕組みの2つがあり、それぞれについて以下に示す。

(.)ボランティアとして活腫するための仕組み

本事業では認定の更新をポイント制としており、道守修了者の活動である道守シートの提出、ボランティア

活動への語参加等を更新ポイントの対象としている.

広報誌である“道しるべ"を3ヶ月に l度の割合で発行し、道守会議等のボランティア活動に関する情報発

信を行っている。

“認定者のつどい"を定期開催することにより、修了者のニーズキ大学のシーズなどの情報交換の場を提供

している。

下位コースの講義を担当することで、更新ポイントを付与するとともに、将来的には本事業の継続性を図っ

ている。

ω維持管理に関わる業務の受注・実施者として活躍する仕組み
維持管理に関する業務の実施、スキルアップのための各種講習会への参加等に認定更新のためのポイント

を付与している。このことにより業務受注に対する動機づけを醸成し、技術カ向上による適切な施工の確保

に繋げている。

修了者の企業への所属が加算点の対象となる総合評価落札方式により、修了者が所属する県内地元企業

の受注機会向上に繋がることが期待される。

養成修了者の活圏状況については、拠点形成に関わる取り組み(m1(2)参照)や公的資格の取得(m2ω参
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隈)があり、今後長崎県が観光立県として活性化するために不可欠な社会基盤施叡の適切な鯵持管理に、養

成された人材が貢献してい〈ととが期待される.

例えば長崎県では現在電気自動車の普及を目指しかもイロットプランとして「五島まるごと町OITSJ衆来

型ドライブ観光構想が進められている.このプロJェタトの前提条件として安全安心に遺伝できる避の確保が不

可欠である.本事業の遭守養成者が五島列島内の県市町管理の道路施猷の点検から補修・補強工事まで実

施L維持管理を行ラこ"は、地産地消型の本来あるべき維持管理手法であり、本事業の道守11成請が本来担う

ペき使命である.

本事業の.;終目標は、各地区10バランスよ〈道守、特定道守、道守捕、道守補助員が存在し、地区毎で修了

者間土が逮絡・相麓を行えるような新しいインフラ鯵持管理システムの構策を目指している.r道守施定のつど

いJ(OB会)では、『修了者間土でインフラ畏寿命化指動を行いたも、.そのために、地区別に遭遇骨体制を作成し

てもらいたい」晶、う戸が多数あったため、現在、地区劃の連瀦体制を梼集中である.

圏一18に長崎県内の地区ごとの修了者数を示す.園より、島原地区、県央地区、機島(対局地区、壱岐地

区)に修了者が少ないことが確認できる.今年度は、道守補助員コースを対局地区、島原地区などの躍島を含

む遠隔地で実窟する.遁守補{後期)コースでは、修了者が少ない県央地区、主島地区で開催する.来年度以

降は、さらに修了者が不足している地区に焦点をUぎり、韓議を行ってい<.

(2)綾及効蝿

-・地区・'4C
温守 1~
特定道守 5名
温守帽 34~
a守舗助員 14名

也九州市・1省
温守補助員 1~

川曲8年度担20年度}
佐賀鳳 |道守毘定者 55名

2009年度。也1年度}
道守量定者 .5名

園-18地区別@修了者歓

本人材養成ユニットが他地域の槍聞にもたらした取り組みとして、以下のsつの事例が挙げられる.
岐阜県社会基盤メンテナンスサボーダー(MS)事業

‘ 
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岐阜県で除、ftj芋の道路定震の畏菊喰帽を図るための槍持管理をよ切ー層充実させ否こ左を目的kして

平成"年度より牡会遍直メンテナノスサボ←ター事業金貨遇しても喝."'-難問応事靖は道路泊融等の

点検に必要な知・を習得するための鷲習を受:aL.社会，...，../テナンスザポーター>して岐阜県から委

鳴を受貯た後、普段痢J周して喝""等の道路趨恨の点検を行ラとともに、複‘等を発見した場合は点検

鶴来縄告.金所属エリアの土木事...所長に報告サ弘'"事噴出養成者として一般市民を対象としたもの

であり本事.>~情肴出挽の結果岐阜県に院ない新しが試み主して商U噌字幅&受け全逓守補助員コー

スを雫デルとして策定捻紅花ものであ&

工業高校人材育成事業

動崎県敏背骨員会、{剖長崎県建霞業協会が連機して「地域産業の晶、手膏皮肉'iJ~!1ト(建霞分

野)J (文調科学省東泊。、「建磁人対雄保育成モデル事難〈専門高校集蹟議官場入支援事業)J (国土裂

選省実益u.平成21年度より実指している.事費障の一混在して宥われる「地相官情性白のためのや〆フヲ畏帰

命化体喰灘曹』において、平成"年度温守補修了者(10~民}の協力の下地元工業高校生に対して司噛

点棚醐雷、現場実習を侍った.写真 1に点検実習ー慣習の状況、園 1'1;-:点検実習の際医工嘉高根室

が作成した欄援点検シートを示す.また、聞-!Oには被援点検鯵果を地図上}と侵犯し作成した椅縫点検

マヲプを示す.

写真 1 ....巳雷...... 混

.-1・・...$00ート

Yア苗~ :'..t.. :， 
・"'"・，.'組M ・2・
Jez 

Z二"

臥岨

.~ 

~ . ..私、
品 市 • .. ) ..・，. h 

-ー'
唖回.

園初.健... マヲプ
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- 他地域からの参加、問合せ

新聞等のマスメディア掲載、学会や、ンンポジワムでの活動内容紹介などの情報発信を行った結果、長崎県内

だけでなく九州内外から本事業に関する問合せが数多く寄せられた。道守補助員コースに関しては、平成20年

度に下五島会場に福岡県北九州市からの参加があったo道守補コースに関しても、福岡県からの受講希望の

問合せがあったが、本事業が長崎県の地域再生を目的としており、また応募が多く長崎県内の応募者も受講を

断らざるを得ない状況であったことから、応募を断っている。

(3 )情報発信の状況

平成 20年 10月3日開講記念講演会開催、ウェル、ンティ長崎(長崎厚生年金会館)

平成20年度からの本事業の開講にさきがけ、開講記念講演を開催した。自治体や建設業協会をはじめ

とする県内の建設業界各機関からの関係者へ向けて本事業の紹介を行うとともに、受講生の募集等に関し

て広く周知を呼びかけた。

平成 20年 11月初日第 15回岐阜シンポジウム:松田浩、じゅうろくプラザ

「観光ナガサキを支える“道守"養成ユニットについて」と題して、本事業についての紹介を行うとともに、

岐阜県と長崎県をモデルとした官学連携人材育成の、地域社会への貢献とその成果の波及効果について

のパネルディスカッションにパネリストとして参加し、意見交換を行った。

平成 21年 2月 10日「建設トップランナーフォーラムm唐津J:松田治、唐津市文化体育館

「産学官連携による地域振興一地方における地場建設業と大学の役割ー」との議題で行われたパネル

ディスカッションにパネリストとして参加し、本事業の紹介を行うとともに意見交換を行った。

平成 21年9月 25日シンポジウム「鉄の橋を守る技術J:中村聖三、岐阜市文化センターホール

「観光ナガサキを支える“道守"養成ユニットの紹介」と題して道守養成ユニットの紹介を行うとともに、社

会資本である鋼橋を効果的に維持管理するための産学官民の協力に関してのパネルデイスカッションにパ

ネリストとして参加し、意見交換を行った。

平成 22年 3月号産学官連携ジャーナル掲載

独立行政法人科学技術振興機構(jST)が産学官連携活動をより活発に、より円滑に推進する一助とし

て創刊したオンラインジャーナル「産学官連携ジャーナル」の平成 22年 3月号において、特集「環境都市

5つのアプローチ」のなかで本事業が「社会資本を長持ちさせる観光ナガサキを支える“道守"養成ユニッ

ト」として掲載された。

平成 22年4月 23日シンポジウム「地域の道をみんなで守るJ:松田浩、岐阜県県民ふれあい会館

「ナガサキにおける産学官民連携によるインフラ長寿命化~道守が目指すもの~Jと題して、本事業につ

いての紹介を行うとともに、「地域連携・協働の実現に向けて」との議題で行われたパネルディスカツシヨン

にパネリストとして参加し、意見交換を行った。

その他、新聞への掲載等の広報活動に関して以下に列記する。

.平成20年度 (24件) 平成 21年2月 19日佐賀建設新聞

平成 20年6月 11日長崎新聞 平成 21年 3月 13日長崎建設新聞

平成 20年 7月 10日地域と大学等の連携ニュー 平成21年3月 13日 日本風景街道「ながさきサン

ス(第25号) セットロード」の HPにリンクを行う。

平成 20年 7月 15日九建日報 .平成21年度(15件)
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平成20年8月9日長崎地盤研究会(話題提供) 平成21年4月 10日号日経コンストラクション

平成20年9月 18日九建日報 平成21平6月9日長崎県土木管理技士協会に

おいて講演(話題提供)

平成20年9月 19日長崎建設新聞 平成21年6月27日長崎新聞

平成20年9月25日九建日報 平成21年7月号道守通信を発行

平成20年 10月2日朝日新聞 平成21年7月号長崎大学広報誌CHOHO

平成20年 10月7日長崎建設新聞 平成 21年 7月 24日長崎県農村振興技術連盟

夏期研修会にて講演(話題提供)

平成20年 10月 18日道守長崎会議(話題提供) 平成21年7月25日長崎建設新聞

平成20年 11月1日西日本新聞(園 21) 平成21年9月8日平成 21年度第2回九州建

設技術交流会(話題提供)

平成20年 11月 11日日経新聞 平成21年 10月号道守通信を発行

平成20年 11月初、21日鋼崎造シンポジウムで 平成21年 11月四、20日鋼構造シンポジウムに

パネル展示 てパネル出展

平成20年 11月28日道守九州会議交流会道づ 平成21年 12月号道しるべ(1日道守通信)を発行

くしm 鹿児島(話題提供)

平成20年 11月29日岐阜新聞 平成22年2月 19日長崎建設新聞

平成20年 12月3日建通新聞 平成22年3月2日長崎建設新聞

平成20年 12月 10日九建日報 平成22年3月 13日長崎建設新聞

平成 20年 12月 19日九州地区産学官コーデイ 平成22年3月号「道しるべ」を発行

ネーター会議(話題提供)

平成21年 1月1日長崎建設新聞 -平成22年度 (2件)

平成21年 2Jl DOVOC通信長崎2009NO.6 平成22年6月3日建設情報C-net通信 Vo1.25

平成21年2月 13日長崎建設新聞 平成22年6月号「道Lるベ」を発行
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2.3.5成果の発表状況

(1)聾成された人材による成果

I成果発表等](2件)

松尾E入、板谷伸子観光ナガサキを支える“道守"養成ユ=ット平成 20年度成果報告会(園 22)、ホテ

ルセントヒル長崎、平成21年3月 11日

山田猛、今村昔英、松原健治、浦田盛隆、藤本喜隆観光ナガサキを支える“道守m養成ユエット平成21年

度成果報告会、ホテルセントヒノレ長崎、平成22年3月 11日

[地域再生に貢献しうる成果](0件)、I特許等出願](0件)

(2)人材養成ユニットに聞する成果

[成果発表等】(3件)
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本人材養成ユニットに関する成果として、論文集への掲載、発表とシンポジウム等での成果発表町実績につ

いて以下に記載する。

.論文集への掲載、発表

西山愛弓、岡崎智、出水享、森田千尋、中村聖三、上阪康雄、松田惜:r観光ナガサキを支える“道守"養

成ユニット」の紹介、平成20年度土木学会西部支部研究発表会、九州大学(福岡)、平成21年3月7日

出水享、岡崎智、森田千尋、林山愛弓、中村聖三、松田浩「観光ナガサキを支える“道守"養成ユニット」の

紹介、平成21年度土木学会全国大会第64回年次学術講演会、福岡大学(福岡)、平成21年9月4日

出水享、森田千尋、松田糖、中村聖三、桑原徹郎、上阪康雄、安渡博道、阿部允，ナガサキにおける産学

官民連携によるインフラ長寿命化~道守が目指すもの~、第四回日本道路会議、都市センターホテル(東

京)、平成21年 10月四日
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2.4今後の計画

2.4.1本プログラム終了時の達成目標について

表-5に示すように、道守補、特定道守、道守コースに関しては、当初目標としていた養成人数を大幅に上回

っており、今年度の受講生が全員認定されれば、3年目において当初本事業の終了時(5年目)の目標養成人

数を満たすこととなる。特に道守補コースに関しては、応募者数が非常に多く、受講生選考のため多くの応募者

の受講を断る状況であり、目標人数を大幅に上回っている。

道守補助員コースに関しても、現在受講生を募集中ではあるが、今年度の予定受講者数を加えると、3年目

において当初の事業終了時の目標養成人数に達する勢いである。

表-5 養成人材数に関する達成目標(括弧書きは5年自の目標人数に対する比率)

実績 3年目 3年目 5年目 5年目

(平成20、21年度) 予定 目標 予想 目標

道守コース 2人 5人 2人 8人(2.0) 4人

特定道守コース 10人 24人 8人 32人(2.0) 16人

道守補コース 53人 80人 25人 135人(3.0) 45人

道守補助員コース 75人 115人 75人 200人(1.6) 125人

2.4.2本プログラム終了後の取組み方針・見通し

長崎県は、平成20年3月に策定した「長崎県橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、長崎県管理の15m以上の

橋梁 673の点検をすべて終え、今後 10年間で重点的に予算を投資して対策工を先行的に実施し、維持管理

水準の高度化に遁進中である。そのような中、同様な橋梁長寿命化修繕計画を長崎県下の市町管理の橋梁に

も水平展開すべく、長崎県主導で協議会を立ち上げて、橋梁長寿命化修繕計画の策定を指導している。これら

のことを踏まえれば、本プログラム終了後の取組み方針としては、基本的に同じ内容の教育プログラムを継続し

ながら、県の職員のみならず、市町の職員も対象として、道守・特定道守・道守補の人材養成を推進していく必

要があるものと考えられる。

本事業の5年間で、①備品等の教育環境は十分に整備されること、②DVDなどの教材やeラーニングなどの

教育環境が整備され、外部講師の担当コマ数を削減できること、③上位コースの修了者が下位コースの講義を

担当するシステムを構築すること、により継続後の経費を縮小できる。残りの人件費、謝金、運営資金など不足

する経費については、以下に示す4案に基づき、運営資金の確保、養成人材の活用法および地域再生へのシ

ナリオの三点から長崎県および実施機関(大学)側で鋭意検討を行っている。

A案:長崎大学工学部インフラ長寿命化センターで継続して“道守"養成教育プログラムを本事業と同規模

の事業を外部資金と受講料収入を財源として継続する。

B案:長崎大学大学院の中に、学位授与プログラムとは別に「道守養成コース(文部科学省が定める履修証

明プログラム、科目等履修生/定員 30名)Jを新設して、本事業を縮小した事業を受講生の入学料お

よび授業料(以下、「授業料等」と略記)を財源として継続する。

C案財)長崎県建設技術研究センター(NERC)へ「道守養成ユニット」を移譲するとともに、 NERCの業務

として本事業と同規模の事業をNERCの運営資金と受講料収入を財源として継続する。なお、資格認
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定に関わる教育プログラムは長崎大学教員および外部講師が担当するロ

D案・ NPO法人「長崎県道守ネットワーク協議会(仮称)Jを新設するとともに、長崎大学より NPO法人へ「道

守養成ユニット」を移譲して本事業と同規模の事業をNPO法人の運営資金と受講料収入を財源とし

て継続する。

本プログラムの終了後、「道守」養成ユニットを継続運営していく上で重要な業務左しては、①資格認定に関

わる教育プログラムの実施、②資格の認定・更新、③点検シートの集積、④地方自治体への連絡(点検シートに

基づく情報の整理)、⑤地方自治体からのフィードパック(迅速な維持補修結果の連絡)とそれらの公闘が考えら

れる。特に、資格認定した道守、特定道守、道守補および道守補助員から報告される点検チェックシートの集積、

さらに点検チェックシートに基づく情報の整理および地方自治体への情報伝達、地方自治体からの維持補修結

果に関する報告(フィードパック)とそれらの公闘が極めて重要な業務である。上述した4つの継続(案)とこれら

の重要業務との関係を比較したものが表-6である。表中のOは担当機関候補において業務遂行が可能、ム

は条件付で業務遂行が可能、×は業務遂行が難しいとの意味合いを表している。

表-6に基づけば、本プログラム終了後の主な業務内容としては、 1)教育プログラムの実施、 2)資格認定・更

新および点検チェックシートの集積と活用に大別できる、特に、各種道守の資格認定・更新のためには、資格の

管理主体となる団体が必要不可欠である。一方、講義や演習などの道守資格に関する教育プログラムの実施を

長崎大学が担当するとし、う体制が実際的であると考えられる。

表-6 本プログラム終了後の重要業務と担当機関候補(案)【4案】との比較

重要な業務担当 ①教育プログ ②資格認定・ ③点検チェッ ④地方自治 ⑤地方自治体か

機関候補 ラムの実施 資格更新 クシートの集 体への情報 らの情報のフィー

積 の伝達 ドパック&公開

長崎大学(A案) O O × ム ム

長崎大学(B案) O O × ム ム

NERC (C案) × O O O O 

NPO法人(D案) ム O O O O 

表-6から判断すればNPO法人を立ち上げて本事業を継続させるD案が最も現実的であり、その実現に向

けて長崎県、長崎大学との検討を以下のように行っている。

本事業で養成される“道守"に期待される役割は、観光地インフラの維持管理マネジメントにより地域の活性

化に貢献することと、将来の“道守"候補者の育成により本事業の継続性を担うことにある。

コース修了者には自治体職員、地元企業社員ばかりでなく、その OBや一般市民も含まれるため、その活動

の場として図-23に示すような仕組みを考えている。その役割は、道守の育成と運用管理、業務支援し、メンテ

ナンスの普及活動と長寿命化活動のモデル事業を継続的に実施し、将来的には、道守だけではなく、水守、海

守、川守、森守、山守の養成のモデルケースとしての役割を担うものである。

さらに、本事業で養成する“道守"はいわばホームドクター的役割を果たすものである。それに対してインフラ

長寿命化センターは、「インフラ構造物の総合病院(図-24)Jという立場で全面的に本事業の継続と発展を支

援する。



2－33

想
一
構一
来
一
将
十
と
て
l
一

宮町
H

て

役
三
の
で
O
一

D
E

一

M
同

一

長崎県道守ネットワーク協議会

(N  P 0 設立予定)

比由 量一

道守補助員、道守補、特定遭守、遭守|

~回〉目T自活動.
固

i.I!道守の育成と運用曹.<

2.道守の委菌室援 E 

g 噂門勤!}J;I鐘と窪田管理 E 

9!やりくりのメツテナツスt歯及活動 E 

l!JEl事面面化活到のモデル事業 E 

~奉面白也活動宣霊[;]ξめのゼミ7ー及び出aii

fI!その他福守活動 道守活動におりる祖国広括周i
鴎白健全活動、地鴎の活性仕話副 E
賓産官理話a飽鴎防護活

図-23 NPOの役割と将来計画

離島・半島のインフラの掴老朽化問題

織しい桶需の周食劣化

敏置のか.&;り不足

同
祉会資本の劇場

桶震の風土病

長崎大学.a崎県の社会資本
舗持管理モデル

量先掴祉会資本アンチエイジンタ
技術の蝿点形成ι 

-11z 

-インフラ轟舟命化セン書一

.インフラの鎗合鋼院の限立同-
橋建・道路・トン

ネル・港湾・ダム

社会畠盤構造暢

錨持管理コストの削減
ど三〉

直霊童E

検査・点検留門

書他・加踊・廟食
@解明と検査鐘由

確立

温園惨町留円

遺園自曲目'町ロ
ポット
自己生膚カルテ

地域特性胃値
対鑓管理師円

塩書調篇

風土鋼対傭
鞭守警戸

AM.暗留円道守宵感冒円

県内接編者自
惨断掠衛研修

図-24 インフラ構造物の総合病院




